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　また、阪神高速池田線も延伸して川西市内に出入口が出来て、大阪市内へのアクセス、神戸方面へ
の移動も便利になっています。
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＝　概　　要　＝

　昭和２９年８月１日、町村合併促進法に基づいて、川西町・多田村・東谷村の一町二村が合併して
市制を施行し、川西市が誕生しました。市制施行当時の人口は、３３，７４１人でした。

　昭和４０年頃から市北部の多田、東谷地域の山間部に大手デベロッパーの大規模な宅地造成が進め
られて、現在人口は１６万人を超えています。

　平成１０年にＪＲ東西線が開通して、通勤時間帯の列車本数の増便により、大阪方面への通勤も一
層便利になりました。
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　兵庫県の東南部に位置し、東西に狭く、
南北に細長い地形になっています。北部は
山岳の起伏に富み、南部は平たんで市の中
心市街地になっています。
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消　防　庁　舎

敷　地 建物延

 072-759-0119

 総務課

     757-9945

 予防課

     757-9946

 消防課

     759-9980

昭和３９年７月３１日  072-757-1194
（昭和４４年３月

３１日増築）  予防係
     759-9977

昭和４７年１月２１日

（昭和６３年１月

２１日増築）
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 072-794-0119
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予 防 係

南 消 防 署

消 防 第 １ 係

                        　　　　　 　 （宝塚市・川西市・猪名川町
消防指令センター）

庶 務 係

消 防 第 １ 係

消 防 第 ２ 係

消 防 第 １

消 防 第 ２ 係

消 防 第 １

消 防 第 ２

庶 務 係

清和台出張所

消 防 第 ２

３ １ 部
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消 防 第 ２

予 防 係

北 消 防 署

１ １ 分 団
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充足率
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消 防 職 員 の 数

消防力の基準と現有

  市町村が消防活動を行うために必要な最小限度の施設及び人員を定めた「消防力の基

準（昭和３６年消防庁告示第２号）」は数度の改正を経て現在に至っています。

　基準消防力と現有消防力を比較すると、その充足率は、車両等においてはほぼ充足さ

れているものの、人員において６５．６％の充足率となっています。

　消防団においては、団員数７２．７％、消防ポンプ自動車１００％、小型動力ポンプ

１００％の充足率となっています。

　この消防力の基準も「消防力の整備指針」に名称変更され、次の基本的な方針に沿っ

た見直しがなされました。

　① 「消防力の整備指針」の理念の明記

　② 地域の実情に合った考慮要素の導入、選択肢の拡充

　③ 求められる職務能力の明示　        ④ 「兼務」概念の導入

　⑤ 施設の性能・効果を考慮した基準の導入

  ⑥ 防災・危機管理に関する基準の導入　⑦ 消防団員数の算定指標の設定
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２．非常備消防力
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消 防 ポ ン プ 自 動 車
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は し ご 自 動 車

化 学 消 防 自 動 車

救 急 自 動 車

小 型 動 力 ポ ン プ

区 分

消防ポンプ自動車

特 殊 車 両 等


